
※　目次には、ＪＩＳ第一・第二水準範囲内の文字を使用しています。目次には、ＪＩＳ第一・第二水準範囲内の文字を使用しています。
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津市告示第１号 

 津市斎場の使用料及び証明書の手数料の収納に関する事務の一部を、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定に基づき次の

者に委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  平成２７年１月５日 

  津市長 前 葉 泰 幸   

１ 収納業務を行う場所 

  いつくしみの杜 

２ 委託先 

  三重県津市栄町二丁目４７３番地 

  ＰＦＩ津市斎場株式会社 

３ 委託期間 

  平成２７年１月１日から平成４２年３月３１日まで 



津市告示第２号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、次

のとおり字の区域を変更する。 

  平成２７年１月５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

 津市河辺町字池尻に編入する区域 

河辺町字小脇１７００の１、１７０１の７、１７０６、１７０８及びこれら

の区域に隣接介在する道路である公有地の全部、字谷２０３１、字西岡３０３

０の１から３０３０の３まで及びこれらの区域に隣接する字烏帽子谷の道路で

ある公有地の全部並びに３０３５の１に隣接する字烏帽子谷の道路である公有

地の全部 



津市告示第３号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例１２条第２項及び第１３条第２項の

規定に基づき撤去し、保管している自転車等について、同条例第１６条第２項

の規定により次のとおり告示する。 

 平成２７年１月７日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

一身田町地内 １ 平成２６年１２月 ５日

東丸之内地内 １ 平成２６年１２月 ５日

柳山津興地内 １ 平成２６年１２月 ５日

半田地内 １ 平成２６年１２月 ９日

下弁財町津興地内 １ 平成２６年１２月 ９日

野田地内 １ 平成２６年１２月１２日

栄町地内 １ 平成２６年１２月１２日

津市本庁舎 １２ 平成２６年１２月１６日

津リージョンプラザ ８ 平成２６年１２月１６日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年１２月１７日

一身田町地内 １ 平成２６年１２月１７日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２６年１２月２２日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２６年１２月２２日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年１２月２２日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年１２月２４日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年１２月２４日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年１２月２４日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年１２月２５日

２ 保管期間 

    告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫 

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第４号 

平成２７年産の麦に適用する共済掛金率等及び単位当たり共済金額等を、津

市農業共済条例（平成１８年津市条例第１８５号）第３７条第２項の規定によ

り次のとおり告示する。 

平成２７年１月７日 

津市長 前 葉 泰 幸   

農作物共済（麦）共済掛金率等一覧表

農作物

共済の

共済目

的の種

類等

農作物共済の種

別

法第 107条第４項の規
定による危険段階別

単位当たり共済

金額（円／㎏）

共済掛

金率

共済加入

者負担共

済掛金率

麦１類 法第 106
条第１項

第１号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

30 

１ 危険段階基準共済

掛金設定要領（以

下「要領」という。）

により算出した平

成 10 年産から平
成 23 年産までの
麦の被害率の平均

が 11.4％以上の農
作物共済加入者

対象麦

●パン・中華麺

158 円
●パン・中華麺以外

111 円
種子麦

201 円
対象麦及び種子

麦以外の麦

14 円

7.940 3.771500

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

6.690 3.177750

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

5.943 2.822925

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

5.129 2.436275

５ 要領により算出し 3.970 1.885750



た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

5.952 2.827200

100
分の

40 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 5.810 2.812040

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

4.895 2.369180

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

4.348 2.104432

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

3.753 1.816452

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

2.905 1.406020

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

4.355 2.107820



なる者

100
分の

50 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 4.053 2.022447

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

3.415 1.704085

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

3.033 1.513467

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

2.618 1.306382

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

2.026 1.010974

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

3.038 1.515962

法第 106
条第１項

第２号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

100
分の

20 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 8.192 3.883008



物共済 ２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

6.902 3.271548

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

6.132 2.906568

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

5.292 2.508408

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

4.096 1.941504

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

6.141 2.910834

100
分の

30 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 5.473 2.665351

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

4.612 2.246044

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
4.097 1.995239



ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

3.536 1.722032

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

2.737 1.332919

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

4.103 1.998161

100
分の

40 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 3.388 1.694000

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

2.855 1.427500

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

2.536 1.268000

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

2.189 1.094500



平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

1.694 0.847000

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

2.540 1.270000

法第 106
条第１項

第３号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

10 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 10.773 5.052537

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

9.077 4.257113

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

8.064 3.782016

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

6.959 3.263771

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

5.387 2.526503



入者

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

8.076 3.787644

100
分の

20 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

同上 7.816 3.720416

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

6.585 3.134460

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

5.850 2.784600

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

5.049 2.403324

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

3.908 1.860208

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

5.859 2.788884

100
分の

30 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

同上 5.156 2.521284



平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

4.344 2.124216

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

3.859 1.887051

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

3.331 1.628859

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

2.578 1.260642

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

3.865 1.889985

法第 150
条の３の

３第１項

に規定す

る金額を

共済金額

とする農

作物共済

100
分の

90 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

― 8.267 3.918558

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作

6.965 3.301410



物共済加入者

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

6.188 2.933112

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

5.340 2.531160

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

4.133 1.959042

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

6.197 2.937378

100
分の

80 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

― 5.915 2.862860

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

4.984 2.412256

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

4.427 2.142668



４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

3.821 1.849364

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

2.957 1.431188

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

4.434 2.146056

100
分の

70 

１ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 11.4％以上
の農作物共済加入

者

― 4.385 2.174960

２ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 7.9％以上
11.4％未満の農作
物共済加入者

3.695 1.832720

３ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 6.0％以上
7.9％未満の農作
物共済加入者

3.282 1.627872

４ 要領により算出し

た平成 10 年産か
ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％以
上 6.0％未満の農
作物共済加入者

2.832 1.404672

５ 要領により算出し

た平成 10 年産か
2.192 1.087232



ら平成 23 年産ま
での麦の被害率の

平均が 0.001％未
満の農作物共済加

入者

平成 24 年産の麦
以後新たに共済関

係の存することと

なる者

3.287 1.630352

麦２類 法第 106
条第１項

第１号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

30 

対象麦

102 円
ビール麦

103 円
種子麦

158 円
対象麦、ビール

麦及び種子麦以

外の麦  12円

5.952 2.827200

100
分の

40 

4.355 2.107820

100
分の

50 

3.038 1.515962

法第 106
条第１項

第２号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

20 

同上 6.141 2.910834

100
分の

30 

4.103 1.998161

100
分の

40 

2.540 1.270000

法第 106
条第１項

第３号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

10 

同上 8.076 3.787644

100
分の

20 

5.859 2.788884

100
分の

30 

3.865 1.889985

法第 150
条の３の

３第１項

に規定す

る金額を

共済金額

とする農

作物共済

100
分の

90 

― 6.197 2.937378

100
分の

80 

4.434 2.146056

100
分の

70 

3.287 1.630352

麦３類 法第 106
条第１項

100
分の

30 

対象麦

126 円
5.952 2.827200



第１号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

40 

種子麦

170 円
対象麦及び種子

麦以外の麦

19 円

4.355 2.107820

100
分の

50 

3.038 1.515962

法第 106
条第１項

第２号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

20 

同上 6.141 2.910834

100
分の

30 

4.103 1.998161

100
分の

40 

2.540 1.270000

法第 106
条第１項

第３号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

10 

同上 8.076 3.787644

100
分の

20 

5.859 2.788884

100
分の

30 

3.865 1.889985

法第 150
条の３の

３第１項

に規定す

る金額を

共済金額

とする農

作物共済

100
分の

90 

― 6.197 2.937378

100
分の

80 

4.434 2.146056

100
分の

70 

3.287 1.630352

麦４類 法第 106
条第１項

第１号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

30 

対象麦

135 円
種子麦

168 円
対象麦及び種子

麦以外の麦

26 円

5.952 2.827200

100
分の

40 

4.355 2.107820

100
分の

50 

3.038 1.515962

法第 106
条第１項

第２号に

規定する

金額を共

100
分の

20 

同上 6.141 2.910834

100
分の

30 

4.103 1.998161



済金額と

する農作

物共済

100
分の

40 

2.540 1.270000

法第 106
条第１項

第３号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

10 

同上 8.076 3.787644

100
分の

20 

5.859 2.788884

100
分の

30 

3.865 1.889985

法第 150
条の３の

３第１項

に規定す

る金額を

共済金額

とする農

作物共済

100
分の

90 

― 6.197 2.937378

100
分の

80 

4.434 2.146056

100
分の

70 

3.287 1.630352

麦５類 法第 106
条第１項

第１号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

30 

― 5.952 2.827200

100
分の

40 

4.355 2.107820

100
分の

50 

3.038 1.515962

法第 106
条第１項

第２号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

20 

― 6.141 2.910834

100
分の

30 

4.103 1.998161

100
分の

40 

2.540 1.270000

法第 106
条第１項

第３号に

規定する

金額を共

済金額と

する農作

物共済

100
分の

10 

― 8.076 3.787644

100
分の

20 

5.859 2.788884

100
分の

30 

3.865 1.889985



法第 150
条の３の

３第１項

に規定す

る金額を

共済金額

とする農

作物共済

100
分の

90 

― 6.197 2.937378

100
分の

80 

4.434 2.146056

100
分の

70 

3.287 1.630352

注１ 「対象麦」とは、対象農業者（農業の担い手に対する経営安定のための交付金

の交付に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 77 号）の施行後に
おいて、同法による改正後の農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交

付に関する法律（平成 18 年法律第 88 号）第 5条第 1 項の規定に基づき同法第 3
条第 1 項第 2 号の交付金の交付金の交付の申請をする者であって、同法第 2 条第
4項各号に掲げる要件に該当するものをいう。）が耕作の業務を営む耕地に係る麦
をいう。

注２ 「種子麦」とは、種子の用に供することを目的とする麦の耕作を行う耕地に係

る麦をいう。

注３ 「ビール麦」とは、ビールの用に供することを目的とする麦の耕作を行う耕地

に係る麦をいう。

注２ 秋まき麦において、麦１類～４類に属しない共済目的の種類は麦５類とする。



津市告示第５号  

 下記の者の充当通知書は、住所居所不明のため、送達することができないの

で、国民健康保険法（昭和１３年法律第６０号）第７８条により準用する地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２７年１月８日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 
送達を受けるべき 

文書 

○○○○○○○○○ 
○○○○○ ○○○○○

○○○ 
充当通知書 

○○○○○○○○○○○○○

○ ○○○○○○○○○○○

○ 

○○ ○○ 
配当計算書（謄本）

充当通知書 



津市告示第６号 

 下記の者の平成２６年度固定資産税・都市計画税納税通知書は、住所居所不

明のため、送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部資産税課で保管し、

送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２７年１月１３日 

                     津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ ○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 









津市告示第８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２２年津市告示第１４７１号で認可した地縁による団体から告示され

た事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  平成２７年１月１３日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

  大里野田町自治会 

  三重県津市大里野田町５３５番地 

   代表者 太田 明男 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
米澤 義則 

三重県津市大里野田町５４３番地 

変更後 
太田 明男 

三重県津市大里野田町５３５番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、平成２７年１月４日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第９号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

  平成２７年１月１４日

津市長 前 葉 泰 幸  

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

０４１８０３８ 平成２６年１０月１日 平成２６年１２月２２日

１２３７８３９ 平成２６年１０月１日 平成２６年１２月１６日

２１６５４６７ 平成２６年１０月１日 平成２６年１２月１７日



津市告示第１０号

 津市公共下水道条例（平成１８年条例第２０１号）第６条第１項の規定によ

り、指定工事店を次のとおり指定したので、同条例第１７条第１項の規定によ

り告示する。

  平成２７年１月１５日

津市長  前 葉 泰 幸

指定した工事店

工 事 店 名 所 在 地 指  定  期  間

近藤設備
津市高茶屋小森町

１６２３番地６４

平成２７年 １月１５日から

平成３０年 ３月３１日まで



津市公告第１号

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により、津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定によ

り公告します。

  平成２７年１月９日

津市長 前 葉 泰 幸  



津市公告第２号 

 下記に係る自動車臨時運行許可番号標は失効しましたので、公告します。 

  平成２７年１月９日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

記 

自動車臨時運行許可番号標 

自動車臨時運行許可

番号標番号 

許 可 年 月 日 失 効 年 月 日 

三重１４－１０津 平成２５年 ９月 ６日 平成２６年１２月２６日

三重１４－９４津 平成２５年 ９月 ７日 平成２６年１２月２６日

三重１４－３６津 平成２６年 ４月 ８日 平成２６年１２月２６日

三重１５－１２津 平成２６年 ４月１１日 平成２６年１２月２６日

三重１４－３４津 平成２６年 ５月 １日 平成２６年１２月２６日

三重１４－４１津 平成２６年 ５月１４日 平成２６年１２月２６日

三重１４－８２津 平成２６年 ５月１６日 平成２６年１２月２６日

三重１４－７７津 平成２６年 ７月 ３日 平成２６年１２月２６日

三重１４－９９津 平成２６年 ７月１５日 平成２６年１２月２６日

三重１２－３９津 平成２６年 ７月２５日 平成２６年１２月２６日

三重１４－５８津 平成２６年 ８月１１日 平成２６年１２月２６日

三重１４－５１津 平成２６年１０月１７日 平成２６年１２月２６日

三重１４－５９津 平成２６年１０月２１日 平成２６年１２月２６日

三重１３－４４津 平成２６年 ７月２２日 平成２６年１２月２６日





























津市公告第４号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２７年１月１３日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２６年１２月２６日（番号１）

       平成２７年 １月 ５日（番号２）

２ 抑留期間 平成２７年 １月１４日まで

番号 捕獲した

場所

種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

１ 
津市久居東

鷹跡 
雑種 茶 雌 中型 

９１日

以上 
胴輪あり 

２ 津市桜橋 雑種 黒茶 雄 中型 
９１日

以上 
首輪あり 

３ 連絡先 津市環境部環境保全課

         電話 ０５９－２２９－３２８２

津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

         電話 ０５９－２２３－５１９２
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津市監査委員告示第１号 

平成２６年１２月３日付けで提出された住民監査請求書について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第４項の規定に基づく監査の結果を、

平成２７年１月１５日付けで下記のとおり請求人に通知したので、同項の規定

に基づき、公表する。 

平成２７年１月１５日

津市監査委員 高 松 和 也 

                                    津市監査委員  駒 田 修 一 

                                    津市監査委員 安 藤 友 昭 

                                    津市監査委員 伊 藤 康 雄 

記 

第１ 請求の受理 

１ 受理年月日 

住民監査請求書は、平成２６年１２月４日付けで受理した。 

２ 請求人の住所・氏名 

津市 村 田 正 人 

３ 請求の概要 

住民監査請求書、事実を証する書面、平成２６年１２月１５日付けで提

出された補充書及び平成２７年１月６日に聴取した陳述の内容から、本件

監査請求の概要は、次のとおりであると理解した。

 主張の要旨 

    市が平成２５年度町自治会交付金を自治会長個人名義の口座への振込

みによって支払った６５自治会のうち、平成２６年度においては、１２

自治会は自治会名義の口座への振込みに改善されているものの、５１自

治会については、自治会長個人名義の口座のままである。

    また、芸濃総合支所及び美杉総合支所においては、自治会名義の口座

への変更依頼を文書にて通知しておらず、改善が進んでいない。

このことから平成２７年度においても、町自治会交付金が自治会長個

人に交付される恐れがあり、津市監査委員告示第７号の監査結果におけ

る意見が実現されないまま、不明朗な当該交付金の振込みが行われる恐
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れがある。

 求める措置の内容

平成２７年度の町自治会交付金について、当該交付金の交付決定権者、

支出命令権者及び専決権者に対し自治会名義の口座への振込み以外に

ついては当該交付金の支出の差止めを求める。

第２ 監査の実施 

１ 監査の対象事項

  本件監査請求の監査の対象事項について、本件監査請求は、適法な監査

請求であるか否か、適法な監査請求であると認めたときは、当該適法な監

査請求に係る財務会計行為が違法行為に当たるか否か、とした。

２ 監査の手続 

本件監査請求の監査の手続について、監査対象部局を市民部対話連携推

進室とし、関係書類の提出を求めるとともに、関係職員の陳述を聴取した。 

第３ 監査の結果 

１ 確認した事実の概要

本件監査請求について、請求人が提出した事実を証する書面、補充書、

市民部対話連携推進室が提出した関係書類、陳述の内容等により確認した

事実の概要は、次のとおりである。

町自治会交付金は、町自治会活動を推進し、住民福祉の向上を図ること

を目的として、津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号）に

基づく津市自治会交付金交付要綱（平成２１年津市訓第１２号）により予

算の範囲内で定める額を自治会に交付するものである。

   平成２６年度の当該交付金については、小切手交付による支払いは２件、

自治会長個人名義の口座振込による支払いは５１件であった。

２ 結論 

監査の結果、本件監査請求は、適法な監査請求であるとは認められない

ものと判断した。 

したがって、当該監査請求に係る財務会計行為については監査の対象と

することはできないものとした。
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３ 結論に至った理由

  本件監査請求において、請求人は自治会名義の口座への振込みでない限

り、平成２７年度町自治会交付金の交付を差し止めるよう要求している。

ところで、住民監査請求においては、「同一住民が先に監査請求の対象と

した財務会計上の行為又は怠る事実と同一の行為又は怠る事実を対象とす

る監査請求を重ねて行うことは許されていない」（昭和６２年２月２０日最

高裁判所第二小法廷判決）とする一事不再理の原則が存在する。

今回の監査請求について検討すると、請求人は平成２６年７月１１日付

けで、「自治会名義の口座振込ではない６５自治会への町自治会交付金の交

付の仕方が改善されないときは、次年度以降の町自治会交付金の交付をし

ないよう」求める監査請求を行っている。

当該内容は、当然に本件監査請求において請求人が主張する「平成２７

年度の町自治会交付金は、自治会名義の口座への振込でない限り、当該自

治会に交付すべき町自治会交付金を支払ってはならない」という内容をも

含むものと解される。

なお、請求人は、本件監査請求においては、専決権者に対しても支出の

差止めを求めているが、平成２６年７月１１日付け監査請求内容について

も、当該交付金の支出の差止めであることから、当該支出の決定権者に対

するものと当然に理解でき、今回の請求と内容的に何らの差異がないもの

と考えられる。

当該平成２６年７月１１日付け監査請求の結果については、平成２６年

８月１８日付け津市監第５２９号において請求人に通知し、同日付けで、

津市監査委員告示第６号において告示を行っている。

したがって、今回の請求人の主張については、既に監査を実施したもの

と判断し、請求人は平成２６年７月１１日付けで行った監査請求の結果に

不服があった場合は、地方自治法第２４２条の２第１項の規定に基づき同

条第２項第１号に定める出訴期間内に住民訴訟を提起すべきであったもの

で、一事不再理の原則にあてはめ、今回の請求人の主張について重ねて監

査を実施する必要はないものと判断した。

以上


